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論 文 内 容 の 要 旨
1
『資本論』が恐慌論の具体的化にたい して与え うる直接的な可能性は、利潤率傾向的低下法則 と
の関係で把えられる。我 々は、r資本論』第3部 第3篇 の分析によって、すべての生産部面のうち
に過剰生産への傾向が存在 していることを確認することはできるが、それが全般的過剰生産 として
一般的な展開を必然 とする客観的、絶対的契機についてはすべてが明らかにされるわけではない。
市場価格の調節機構の問題が絶対に避けてとおることはできない重大な論点となって残される。客
観的事実 としての好況末期の市場価格の一般的上昇に注 目しなければならない。
資本の蓄積は、以下に示す ような二つの筋道の うちのいずれかにおいて実現されるものと考えて
よい。一方では、 この世に実在 している使用価値の生産の拡大を実現するかたちで、 したがって既
存の生産部面に。そ して他方では、それ以前には見るととのできなかった新たなる使用価値を生産
する新規の分野を開拓するかたちで、 したがって新生産部面に。
既存の商品の生産を論 じるさいに我々が確認 しておかなけれぽならない絶対的条件は次の ような
ことであろう。すなわち、すべての生産にとって、それぞれに、許される生産物の量の総体的な大
きさは決 して無限ではあ りえないということである。いかなる生産部面であろうと、?ま りそこで
の生産がどのような使用価値にかかわ っていようと、無制限の生産が要求されることはない。 した
がって、ある使用価値の生産部面は資本の無限なる蓄積を許す ものではないb
これにたいし、人間的欲望々刺激す るかたちで既存のものとは異なる使用価値を生産する方法が
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発見されるならぽ、それにしたがって資本投下の新たなる可能性が展開される。そのような発見が
続 くかぎり、資本の投下は際限な くその可能性を拡大してゆくことになる。
ここで、全般的過剰生産恐慌の現実的な発生 とは、資本蓄積が専ら既存の生産部面だけを中心 と
して実現され、新たな生産部面へとい う筋道が追求されなかった ということを示している。なぜ既 ・
存の生産部面がすべ℃資本で飽和 してしまうまで、そしてそれからも一定程度続けて、同一の生産
部面に重層的資本蓄積が実現されなければならなかったのだろうか。問題はここにある。
II
我々は、商品の過剰生産カミ全般的な規模において生 じ、すべての商品の価格が一斉に崩落してし
まったような事態を想定 してみよう。その想定に基づいて資本家が取るべき対処の方法について考
察 してみよう。
まず、恐慌においてはすべての生産部面が例外なく過剰生産をきた して しまったのだから、既存
の生産部面のなかのいずれのところにか資本投下の対象を単純に転ずることによって良好な利潤率
を回復することはまった く不可能であろ う。
そこで、考えられな くもないことは、商品の価値を切 り下げ、恐慌やその後の不況期における低
い商品価格にたいしても一定の利潤率を可能にしうるべく、生産方法を改良す るという道であろう。
しか し、恐慌は、市場価格の一般的崩落とい う商品経済的にきわめてあからさまな表現形態によ
って、既存の生産部面がすべて資本で飽和 したこと、・これを別言すれば既存の使用価値については
社会的に十分以上に生産を した、とい うことをすべての資本家に教えている。それはおよそ無媒介
的な方法ですべての資本家に客観的状況の把握を迫っている。恐慌に続 く諸時期において資本家が
生産性の上昇を積極的に進めた りしたならぽ、それはただ単に過剰生産の圧力を追加するにすぎな
いであろう。
ひとたび恐慌が発生 して しまったなら、すべての資本家は、すでに過剰生産をきた してしまった
既存の生産部面のごときに気を奪われていてはならない。そのとき、すべての資本家は、社会的欲
望を刺激 しうる新たなる使用価値を持つ商品を創出する努力に没頭 しなけれぽならない。恐慌に続
く、時期における極端なまでに低下 した諸商品価格 と労賃がその物質的基礎を提供するであろ う。 こ
こに、労働の生産性の上昇とならぶ、社会的生産の発展のもう一つの重大な契機がある。
恐慌後の回復過程は、決定的に、新規使用価値創出的な投資によって主導される。この形態の投
資を措いては、不況期にあって新たな循環を復活 させるいかなる契機 ともな りえない。新たなる使
用価値が社会的欲求に合致 していることが明らかになれば、今度はこの使用価値の生産を前提とし
て、生産方法の改良を含む追加投資が競争裡に展開されることになろう。 このような過程こそが様
々なかたちで生産的、個人的消費を拡大 してゆき、これによって旧来の生産部面にたいしても刺激
を与え、再生産過程全体を新たな好況へと導 くのである。
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皿産業循環を構成する諸契機を余すところな く把捉 し、脈絡のなかで生かし、循環の現実の姿に叙
述において近づ くことが恐慌論の最締目標である。信用 という経済的範疇が}こ こ皿において恐慌
論を具体化するさいに必要 とされるもっとも重要な分析対象 となる。恐慌論を一本の筋にするため
には、生産過程の矛盾 と信用の異常な作用の間にあるはずの必然的な脈絡を開説することが必要と
なる。
資本主義的生産における商品の生産と流通を現実の流れのなかで見れば、産業資本によって生産
された商品の価値実現は商業資本に よって担われ、商業資本に よって支払われた貨幣によって産業
資本は労働者や原料等の販売業者に支払いをする。さらに、商業資本は、銀行資本から貨幣の融通
を直接に受けることによって産業資本からの商品の買い付けやそれへの支払いを済ましてもよい
し、あるいは、流通過程のなかで隣接する位置を占める他の商業資本によって振 り出された手形を
割 り引かせ、手にする流通能力を量的に切 り下げつつ質的に絶対化 してもよいであろう。
このような信用に基づく商品流通のうちには以下のごとき根本的な矛盾が潜蔵されている。すな
わち、産業資本によって生産 される商品の価値実現は、ある部分、最終的な消費者 とはかかわ りの
ない銀行資本による貨幣の融通 との関係に入る、とい う矛盾である。生産者たる産業資本 とそれに
たいする本来の規定者たる消費者のあいだに介在 し、商品価値の実現に両者の純粋な関係以外の契
機を差 し挟み、 したがって両者の関係を間に距離 と乖異のあるものとする、商業資本 とそれを補足
する銀行資本の総合的な運動 こそが問題 とされなけれぽならない。我々は、産業循環のなかにおけ
る利子率の現実の運動を見てゆかなければならない。
'まず
、恐慌直後においては、再生産過程はまだ混乱の余韻から醒めやらず、企業活動の積極的な
展開はない。 この時期には、貸付資本は大量にあ1りながらそれにたいする需要は小さく、利子率は
低い。
このような時期において、資本は以前に過剰生産恐慌を起 こした時のものとは異なる使用価値を
持つ商品の開発を急 ぐであろう。これが成功裡に達成されるならぽ、再生産過程全体が再び息を吹
き返し、好況、繁栄へと向か う。ごの繁栄の時期においては、たしかに貸付資本にたいす る需要は
増大するであろうが、他方では、貸付可能な貨幣資本もまた繁栄の結果として増大する。 したがっ
て、利子率は相対的に見ればまだ低い位置に留どまることを強いられる。この繁栄に比 して相対的
には低い利子率が、再生産過程を次の段階へ と導 く。
経済的繁栄 と比較的低い利子率は、あらゆる主体にたいして、この期を最大限に利用し、繁栄を
お う歌しようとする欲望を持た しめる。競争のなかで、商業資本は機能の発揮に全力を挙げる。他
方、低い利子率が示すものは、再生産過程全体の活況から出てくる膨大な量の貨幣を銀行資本が抱 .
えているとい うことである。・後者が呈示する相対的に低い利子率を前者が利用する。かくして銀行
資本の補佐を得た商業資本による商品軍い付けの異常な増大、あるいは信用還流による現実還流の
代替は、産業資本にたいして、消費を顧慮す ることのない熱病的な生産を強制するであろ う。結末
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は、あらゆる商品の過剰生産 となる。
繁栄期から過度緊張へと導く原因となった大量の貨幣資本は、その時において、資本家社会全体
として新生産部面の開設「という方向への展開が追求されてはいなかった、とい うことを象徴する事
実だ ったと見 ることができる。「貨幣資本の過多」とは、実際には、上のような重大な問題をはら
んだ生産過程の状況を表現する客観的な指標として把えられるべきものである。だからこそ、これ
を基礎とする競争によって強制された盲 目的な融資は、きわめて危険な融資とならざるを得なか っ
たのである。
むすびに代えて
恐慌に結びつく矛盾について、「生産過程に直接ふくまれたものとして現れる資本 と、貨幣 とし
て生産過程の外部に自立 して(相対的に)現れる資本とのあいだにある」 とい うマルクスの指摘が
あった。筆者は、この抽象的な指摘に具体性を与えようと展開してきたが、その結論は、遊休貨幣
資本は資本主義的生産の連続を維持するためには不可欠のものだが、多すぎれぽ連続を阻害すると
いうものであった。資本蓄積が生産部面の質的な拡大に向かわないという矛盾が、貨幣資本の機能
を反対物に転化させた うえで、同一部面への重層的蓄積とい うかたちで自分自身に帰ってくるとい
うこの理解は弁証法的である。恐慌は好況末期に現おれる市場価格の異常にして一般的な上昇の反
動 として しか説明され得ないが、この価格一般上昇は、信用ブームを消費の基礎を持たない異常な
契機 とすることによってその必然性の裏付けを取ることができた。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1.
本論文はr資本論』体系の内と外に跨る恐慌論のあ り方を確定 し、それぞれの論理次元に対応 し
た恐慌の理論的構造の解明を目指「したものである。本論文は 「序章」 と 「終章」を含む7つ の章か
ら構成されている。以下、章別構成に即 して概要を紹介することとする。
序章 「恐慌論の課題」では、科学における本質 と現象との関連、弁証法における肯定的契機と否
定的契機 との関連、『資本論』の方法論上の制約、等についての著者の一般的理解を提示した後で、
r資本論』の世界 と現実の世界、あるいはr資本論』 レヴェルの論理と現状分析との関連を説き、
恐慌論が一定の条件下でこの両者の結節点をなす、 との位置付けを与えている。
「恐慌論の方法」なる表題が付されている第1章 は、序章で述べた内容をより立ち入って敷衛 し
た内実 となっている。著者によれば、そもそもマルクスには、恐慌の根拠に係る矛盾の把握として、
これを産業資本相互間に認める見地 と産業資本と貸付資本との間に認める見地が混在 しているが、
いずれにしても恐慌論は商品の異常にして一般的な騰貴とその崩落のメカニズムを解明すべきであ
る。ところで、資本主義社会の内的構造 とその経済的運動法則とを理想的平均的な形で叙述するr資
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本論』においては、こうした恐慌の具体的な経済現象を直接的に考察対象 とは し得ない。しかし、
それはマルクスの構想 した膨大な経済学批判体系の基礎部分 として、 より進んだ展開のための萌芽
・可能性を包含 していなければならず、その意味で 『資本論』は 「競争論」に属する恐慌論との結
節点を含んでいるのであって、その具体的個所は、主 として 『資本論』第3部 第3編第15章である。
そこでのテーマとされる 「利潤率の傾向的低下の法則」 と全般的過剰生産恐慌とは、後段に見るよ
うに、極めて密接な関係にある。
第2章 「『資本論』第2部 第3編 の理論的内容」および第3章 「マルクスの社会的総資本論」の
内容は以下の如 くである。マルクスはr剰 余価値学説史』において、部分的過剰生産 しか認めない
リカー ドウを批判 しつつ、主要な商品から全般的過剰生産へと波及す るプロセスに論及 しているが、
そもそも主要な商品の過剰生産からいかに して全般的な過剰生産が生ずるかについては、甚だ不十
分な説明 しか与えていない。そこで、このような問題性を自らに引き受けて、これに解答を与えよ
うとしたのが、いわゆる再生産表式を基礎とする議論であるが、著者はこうした議論に対 して、あ
る特定の部門の過剰生産か らの全生産部門への波及を云 々することは、個別具体的分析にとっては
問題となるであろうが、すべての資本を無差別性、同質性、抽象性において捉えようとする一般理
論か らの逸脱であ り、疑問である。『資本論』第2部 第3編 の 「社会的総資本論」は、第3部 第2
編における平均利潤概念の理論的導出の前提的手続 きとして位置付けるべきものである、 という。
著者にょれば、マルクス経済学が表象的対象を批判的に把握するとは、体系的な叙述をもってこ
の表象そのものの生 まれ出る過程を客観化する、とい うことであるが、これは利潤論にあっては、
現実的利潤である平均利潤の導出がっぎの二つの段階一剰余価値が資本の流通過程論(資 本循環論
・資本回転論)に 媒介されて利潤一般に転化する段階(第一の転化)と 、後者がさらに平均利潤へ
と転成する段階(第 二の転化)一 を通 して遂行され る、 ということを意味する。 この第二の転化を
媒介する契機は 「社会的総資本」なるカテゴリーである。つまり、第一の転化を基礎にして、社会
的総資本 と総剰余価値との関連が捉え直され、そこから逆に社会的総資本の一可除部分としての、
それ と相似形にある個別資本が平均利潤を取得する関連が解明されるのである。 この社会的総資本
なるカテゴリーは、第2部 第3編 における論定によって前提される。第一の転化が第2部 第1・2
編、第二の転化が同第3編 の媒介と対応する所以である。こうした観点にたって著者は、再生産表
式を立脚点としつつ、生産の消費からの相対的独立性、第1部門主導の資本蓄積、固定資本の更新
の特殊性 とそれに伴 う需要構造の変則的性格、等を不可欠の要因 と考える、恐慌論に関するひとつ
の有力な議論は、あらゆる生産部門における固定資本の更新時期の一致(と くた最初の循環におけ
るそれ)の 論証や、消費=需 要的側面の軽視等の点で不十分であ り、何よりも市場価格の運動、架
空の需要形成 という媒介を経 ないで恐慌を論 じている点で根本的疑問を禁 じ得ない、とい う。
第4章 「利潤率傾向的低下法則 と全般的過剰生産恐慌」では、いわゆる 「利潤率の傾向的低下法
則」は本質と現象の二契機の統一 として把握されるのであって、こうした把握によって同法則と恐
慌 との密接な関連が解明できる、 としている。詳 しくい うと、こうである。周知のようにマルクス
経81
は 「利潤率の傾向的低下法則」を労働の生産性増大の結果たる資本の有機的構成の高度化から説明
しているが、個々の資本にとってそれが現象面で進行する過程は、利潤総量の増大を利潤率低下の
補償理由として見出す ところの、特別利潤獲得競争を通ずる、平均利潤率をにらみながらの市場価
格の引き下げ過程である。そのかぎりでマルクスにもス ミスの諸資本の競争を媒介 とする利潤率低
下の理解 と共通す る側面が認められるが、 しかしマルクスの競争論は、資本の内的本性が資本家の
意識を超越 した外的強制 として貫徹する、というのであるから、 この場合には、資本が利潤率の低1
下を予期した合理的行動をとり得ない根拠の解明が不可欠となる。 この点、著者は、生産方法の改
良をめぐる競争のなかで生産 される商品量の絶対的増加が生 じ、それが過剰な点まで達すると、ま
さにその過剰たることによる商品価格の一般的暴力的下落が生ずるのであ り、それを通 じて全生産
部面の利潤率が引き下げられる、としたうえで、 この市場価格の全面的な崩落こそが経済恐慌の本
質であ り、こうした一連の過程を媒介として利潤率の傾向的低下法則が貫徹すると考えざるを得な
い、としている。
著老によれぽ、r資本論』の枠内で扱い うる、恐慌論構築のための理論的可能性についての議論
はここまでである。そこで以上の議論を踏 まえて、より実質的な恐慌論 として展開されるべき核心
的内実は、好況末期における市場価格の一般的騰貴のメカニズムであ り、この課題が第5章 「恐慌
および産業循環の理論的構造」において扱われる。
経済恐慌が、上述のように商品価格の全般的且つ急激な崩落=利 潤率の一般的低落=再 生産過程
の全面的混乱に他ならないとい う著者の立場からすれば、著者にとって恐慌論のいま一つの重要な
課題は、市場価格の変動による一般的商品の需給調節機能が正常に機能することを妨げる事情を解
明することである。この点について著老のい うところはこうである。剰余価値の資本への再転化=
蓄積は二様におこなわれ うる。一つは既存の生産部面への追加投資、他は新 しい使用価値の生産部
面への新規投資である。このうち前者については、社会的消費の容量に一定の限度があるものと想
定せざるを得ず、 したがって資本投下もそのことによって限界づけられるが、後者については、投
資領域のいわぽ外延的拡大であり、資本の価値増殖の可能性は制限を受けな:い。社会的総資本は、
絶えず新たな使用価値の生産部面を創出し、これを合理的に展開することによって、既存の生産部
面への追加需要をも創造 しつつ、絶対的に増大するのセあ り、それが資本主義的生産の今日にいた
る現実の軌跡である。 しかるに、過剰生産恐慌は既存の生産部面への過剰蓄積の結果として出来す
る。一般に、「恐慌は…大きな新投資の出発点をなす」 といわれ るが、ここにい う 「新投資」 とは、
新生産蔀面への投資を中心的なものと考えるべきであ り、恐慌に続 く時期における低下した商品価
格と労賃とがその物質的基礎を提供するのである。新生産部門の開設を動因として再生産過程が活
況に転 じ、 この基礎上で特別利潤を求める、生産方法の改良をめ ぐる競争戦とい う先の過程が繰 り
返される。そのさい、生産 と消費との間に商業資本が介入することによって両者の関係がいっそ う
切断され、その商業資本が銀行信用と結びっくことによって、現実的消費か ら隔絶 した架空の需要
が形成されるのである。恐慌論の具体化にとって信用は不可欠の契機であ り、銀行業により媒介さ
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れる遊休貨幣資本の、好況末期の過多こそは、信用ブームを引き起 こし、商品価格の一般的騰貴を
もたらすものである。こうした理解に立 って、著者は、産業循環の各局面における貸付資本にたい
する需給関係の変動を詳細に考察 している。なお、著者は、いわゆる貨幣資本の過多について、そ
れは、産業資本の新生産部門創出のための投資意欲減退とい う矛盾の疎外態 と把握できるのではな
いか、としている。
終章 「貨幣資本の過多について」では、上記の著者の独自の 「過多」解釈が敷衛 されている。著
者はまず、マル クスの 「貨幣資本の過多」把握を検討 し、そこでは、単なる 「遊離」 とは区別され
る 「過多」でなけれぽならない所以が明確ではなく、好況末期に固有の、貨幣資本の投下すべき生
産諸部面の飽和的状況を表現するものとなっていない。ただ、マルクスの説明の不十分さの背後に
は、投下部面の特殊性をいかなる論理次元で扱い うるか、という方法上の問題があったのであろ う、
としている。
II.
『資本論』体系の枠の内外での恐慌論の構築については、つとに多くの研究成果が発表されてお
り、この分野での新機軸の展開は容易ではな く、著者の所説も、従来見られる見解か ら大 きく歩み
出るものではない、と言ってよいであろう。本論文の性格をこのように捉えたうえで、本論文に対
しては以下のような評価を与えることができる。
第一に、本論文は、すでに多くの先達が試みた、あるべき恐慌論をその大枠において再構成する
とい う、困難な課題に果敢に取 り組み、それなりに首尾一貫した一つの試論を提示 し得ている、と
言 うごとができる。 さらに、そのさい著者は、恐慌論が経済学の基礎理論、 とりわけ 『資本論』体
系といかなる関連に立つか、 という問題意識を立論の根底に据え、絶えずこの原点に立ち戻 って諸
論点を裁断す る手法を採 っている。こうした接近法自体が経済学の体系的把握を前提するものであ
り、そこには著者の研究歴相応の、幅と奥行きを看て取ることができる。
第二に、本論文中で示 された、r資本論』体系における 「社会的総資本論」の位置付け、産業循
環の中で顕現する既存の生産部面と新生産部面との対抗関係、「貨幣資本の過多」概念の理解等は、
著者独自のものであ り、その着想のユニークさは、挙証性 とい う課題はあるとしても、十分検討に
値する問題提起である。
第三に、r資本論』第3部 第3編 の第13章「法則そのもの」と第15章「法則の内的諸矛盾の展開」
とを如何に統一的に捉えるかは、以前よりr資本論』のアポ リアの一つと考えられてきたが、著者
は恐慌論と関連させつつ、両者を本質と現象との関係とする一つの解釈を宗 している。この解釈は
傾聴に値する解釈であろ う。
如上の諸点は本論文の研究成果 として評価することができる。
他方において、本論文は、当該分野にはすでに多くの研究成果が蓄積 されている点を勘案するな
らぽ、より網羅的な恐慌論研究史の整理があって然るべきであった。少なくとも研究史における自
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説の位置付けを明確にしつつ、諸説へのより立ち入った言及があったならば、筆者の主張はいっそ
う浮き彫 りにされたのではないか、 と惜 しまれる。また、個 々の論点について言えぽ、いわゆる蓄
積論と著者のいう社会的総資本論との関連、「資本一般」としての 『資本論』体系 と 「競争論」と
の関連、資本過剰 と商品過剰 との関連等、必ずしも明快な説明が与えられているとは言えない部分
を残している。これらは著者の今後の課題であろ う。
以上を総合 して、本論文は、残された問題はあるものの、一定の水準に達 している論文であると
評価できる。 よって、本論文は経済学博士論文として合格 と判定する。
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